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(57)【要約】
【課題】深冷空気分離システムにおいて、システム停止
の際の加温運転に要する時間を短縮する。
【解決手段】原料空気圧縮機１１で圧縮された原料空気
を、原料空気管２０を介して水洗冷却塔１２、ＭＳ吸着
器１３、主熱交換器１５及び精留塔１６に供給して、精
留塔１６で製品酸素及び製品窒素を生成する深冷空気分
離システム１は、原料空気管２０から分岐して設けられ
、原料空気圧縮機１１から供給される原料空気を放風弁
４１を介して放風する放風管４０と、放風管４０におけ
る放風弁４１の上流側から分岐して設けられ、放風管４
０を流れる原料空気の一部または全量を流通させる加温
運転用放風管５０と、原料空気管２０におけるＭＳ吸着
器１３と主熱交換器１５との間に設けられ、原料空気管
２０を流れる原料空気と加温運転用放風管５０を流れる
原料空気との間で熱交換を行う加温運転用熱交換器１４
と、を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
原料空気圧縮機で圧縮された原料空気を、原料空気管を介して水洗冷却塔、ＭＳ吸着器、
主熱交換器及び精留塔に供給して、精留塔で製品酸素及び製品窒素を生成する深冷空気分
離システムであって、
前記原料空気管から分岐して設けられ、前記原料空気圧縮機から供給される原料空気を放
風弁を介して放風する放風管と、
前記放風管における放風弁の上流側から分岐して設けられ、当該放風管を流れる原料空気
の一部または全量を流通させる加温運転用放風管と、
前記原料空気管における前記ＭＳ吸着器と前記主熱交換器との間に設けられ、前記原料空
気管を流れる原料空気と前記加温運転用放風管を流れる原料空気との間で熱交換を行う加
温運転用熱交換器と、
前記原料空気管における前記加温運転用熱交換器と前記主熱交換器との間に設けられた、
当該原料空気管内を流れる原料空気の温度を測定する温度測定機構と、
前記温度測定機構での温度測定結果に基づいて、前記加温運転用放風管を流通する原料空
気量を制御する制御装置と、を有することを特徴とする、深冷空気分離システム。
【請求項２】
前記加温運転用放風管には、当該加温運転用放風管を流通する原料空気量を制御するよう
に前記制御装置により制御される加温運転用放風調節弁が設けられ、
前記加温運転用熱交換器は、前記加温運転用放風調節弁の上流側に設けられていることを
特徴とする、請求項１に記載の深冷空気分離システム。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原料空気から酸素、窒素及びアルゴンを分離する深冷空気分離システムに関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば製鉄所などに設置される空気の液化分離システム、いわゆる深冷空気分離
システムでは、原料空気圧縮機により圧縮した原料空気が水洗冷却塔で予冷され、その後
ＭＳ吸着器で水分や炭酸ガスが除去された原料空気が主熱交換器で冷却される。次いで、
冷却された原料空気は精留塔で酸素と窒素とに分離される。そして、精留塔で分離された
酸素は製品酸素として、また窒素は製品窒素としてそれぞれ需要先に供給される（特許文
献１）。
【０００３】
　このような深冷空気分離システムでは、運転を停止した後に主熱交換器や精留塔といっ
た低温部で氷結及び閉塞が発生することを防止するために、当該低温部を常温にする加温
運転が行われる。加温運転では、原料空気圧縮機から主熱交換器や精留塔に空気を供給し
て、低温部の温度を徐々に上昇させていく。なお、加温運転の間も低温部に水分を持ち込
まないようするため、水洗冷却塔での原料空気の冷却及びＭＳ吸着器での水分除去が継続
される。そのため、低温部に供給される空気の温度は概ね１０℃程度となる。
【０００４】
　その一方で、加温運転では低温部の温度を例えば５℃程度まで上昇させる必要がある。
そうすると、低温部の温度が加温運転により上昇するに伴い、加温用の原料空気と低温部
との温度差が極めて小さくなる。そのため、加温運転には多大な時間を要するという問題
がある。
【０００５】
　そこで、引用文献２では、ＭＳ吸着器の出口に熱交換器を設け、当該熱交換器により、
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ＭＳ吸着器出口の原料空気と、原料空気圧縮機で昇温されて温度上昇した原料空気（以下
、「一次原料空気」という場合がある）との間で熱交換して、ＭＳ吸着器出口の原料空気
（以下、「二次原料空気」という場合がある）を４０～５０℃程度まで昇温することが提
案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２１８８７１号公報
【特許文献２】実開平２－６６２１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、ＭＳ吸着器出口の原料空気（二次原料空気）を一次原料空気により昇温
した場合、低温部と二次原料空気との温度差が大きくなり、その結果、急激な温度上昇に
より低温部でサーマルショックが起こる恐れがある。そこで、サーマルショックを避ける
ために二次原料空気の温度を低下させることも考えられるが、そうすると、加温運転に時
間を要してしまう。
【０００８】
　また、加熱運転により低温部の温度が上昇すると、二次原料空気と低温部との温度差が
小さくなるため、低温部の温度上昇に伴い二次原料空気の温度も上昇させることが好まし
い。しかしながら、引用文献１では、二次原料空気と熱交換した後の一次原料空気は、そ
のままＭＳ吸着器に供給されて二次空気となるが、加温運転中は二次原料空気の流量は概
ね一定に維持されるので、一次原料空気の流量も概ね一定に維持される。そのため、引用
文献１の技術では、二次原料空気の温度を調節する余地もほとんどなく、加温運転の時間
短縮効果は極めて限定なものであった。
【０００９】
　本発明はかかる点に鑑みてなされたものであり、深冷空気分離システムにおいて、シス
テム停止の際の加温運転に要する時間を短縮することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記の目的を達成するための本発明は、原料空気圧縮機で圧縮された原料空気を、原料
空気管を介して水洗冷却塔、ＭＳ吸着器、主熱交換器及び精留塔に供給して、精留塔で製
品酸素及び製品窒素を生成する深冷空気分離システムであって、
前記原料空気管から分岐して設けられ、前記原料空気圧縮機から供給される原料空気を放
風弁を介して放風する放風管と、前記放風管における放風弁の上流側から分岐して設けら
れ、当該放風管を流れる原料空気の一部または全量を流通させる加温運転用放風管と、前
記原料空気管における前記ＭＳ吸着器と前記主熱交換器との間に設けられ、前記原料空気
管を流れる原料空気と前記加温運転用放風管を流れる原料空気との間で熱交換を行う加温
運転用熱交換器と、前記原料空気管における前記加温運転用熱交換器と前記主熱交換器と
の間に設けられた、当該原料空気管内を流れる原料空気の温度を測定する温度測定機構と
、前記温度測定機構での温度測定結果に基づいて、前記加温運転用放風管を流通する原料
空気量を制御する制御装置と、を有することを特徴としている。
【００１１】
　一般に、深冷空気分離システムを停止させる際の加温運転においては、深冷空気分離シ
ステムに通風する空気の量は通常運転時と比較して小さくなる。そのため加温運転中は、
原料空気圧縮機からの原料空気の一部が放風されるのが通常である。そして、本発明者は
、放風される原料空気の一部または全部を加温運転の際の熱源として用いれば、加温運転
時に深冷空気分離システムに通風する空気の量を一定に維持したまま、主熱交換器や精留
塔といった低温部に供給する原料空気の温度調節を行うことができると考えた。本発明は
このような知見に基づくものであり、原料空気管におけるＭＳ吸着器と主熱交換器との間
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に設けられた加温運転用熱交換器により、原料空気管を流れる原料空気と、放風管から分
岐して設けられた加温運転用放風管を流通する原料空気との間で熱交換を行うことができ
る。そのため、加温運転用放風管を流通する原料空気量を制御装置により制御することで
、加温運転時に深冷空気分離システムの低温部に通風する空気の量を一定に維持したまま
、低温部に供給する原料空気の温度を調節することができる。また、温度測定機構での温
度測定結果に基づいて、前記加温運転用放風管を流通する原料空気量を制御することで、
低温部でのサーマルショックを防止できると共に、低温部の温度上昇に伴って低温部に供
給する原料空気の温度を上昇させることができる。したがって本発明によれば、低温部に
供給される原料空気と当該低温部との温度差を常に大きく維持できるため、加温運転に要
する時間を大幅に短縮することができる。
【００１２】
　前記加温運転用放風管には、当該加温運転用放風管を流通する原料空気量を制御するよ
うに前記制御装置により制御される加温運転用放風調節弁が設けられ、
前記加温運転用熱交換器は、前記加温運転用放風調節弁の上流側に設けられていてもよい
。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、深冷空気分離システムにおいて、システム停止の際の加温運転に要す
る時間を短縮することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本実施の形態にかかる深冷空気分離システムの構成を示すプロセスフロー図であ
る。
【図２】精留塔内の温度変化を示すグラフである。
【図３】精留塔内の温度変化を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施の形態について説明する。図１は、本実施の形態にかかる深冷空気
分離システム１の構成を示すプロセスフロー図である。
【００１６】
　深冷空気分離システム１は、吸入フィルタ１０を介して吸込まれた空気を圧縮して原料
空気として供給する原料空気圧縮機１１と、冷却水と原料空気を接触させることで原料空
気の冷却及び除塵を行う水洗冷却塔１２と、水洗冷却塔１２を通過した原料空気から水と
二酸化炭素を除去するＭＳ（Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｓｉｅｖｅ）吸着器１３と、加温運転
時に原料空気を加熱する加温運転用熱交換器１４と、原料空気を所定の温度まで冷却する
主熱交換器１５と、原料空気から製品酸素と製品窒素とに分離する精留塔１６と、を有し
ている。これらの機器は、原料空気管２０を介してこの順で直列に接続されている。
【００１７】
　原料空気管２０における、加温運転用熱交換器１４の下流側であって主熱交換器１５の
上流側には、原料空気管２０内を流れる原料空気の温度を測定する温度測定機構２１が設
けられている。温度測定機構２１での温度測定結果は、後述する制御装置１００に入力さ
れる。
【００１８】
　精留塔１６は高圧部１６ａと低圧部１６ｂを有している。低圧部１６ｂは高圧部１６ａ
の上方に配置され、主熱交換器１５と精留塔１６の高圧部１６ａを接続する原料空気管２
０は、その一部が分岐して低圧部１６ｂに接続されている。原料空気管２０から分岐した
分岐管２０ａと低圧部１６ｂの間には膨張タービン２２が設けられている。低圧部１６ｂ
に送られる原料空気は、膨張タービン２２により減圧されることで高圧部１６ａに送られ
る原料空気よりも低温となる。
【００１９】
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低圧部１６ｂの上部には、低圧部１６ｂから純度の高い製品窒素を抽出する窒素抽出管３
１が設けられている。窒素抽出管３１により抽出された製品窒素は主熱交換器１５に送ら
れ、主熱交換器１５で原料空気と熱交換が行われる。
【００２０】
　また、低圧部１６ｂの下部には、低圧部１６ｂから製品酸素を抽出する酸素抽出管３２
が設けられている。酸素抽出管３２により抽出された製品酸素は主熱交換器１５に送られ
、主熱交換器１５で原料空気と熱交換が行われる。
【００２１】
　また、低圧部１６ｂの窒素抽出管３１より下方には、製品窒素より純度の低い廃窒素を
抽出する廃窒素抽出管３３が設けられている。廃窒素抽出管３３により抽出された廃窒素
は、主熱交換器１５で原料空気と熱交換を行った後、さらにＭＳ吸着器１３に送られる。
ＭＳ吸着器１３では、当該ＭＳ吸着器１３に吸着した二酸化炭素や水分を廃窒素により除
去する再生工程が行われる。
【００２２】
　原料空気管２０における水洗冷却塔１２の上流側からは、原料空気圧縮機１１から供給
される原料空気の一部または全部を放風する放風管４０が分岐して設けられている。放風
管４０には、当該放風管４０から放風する原料空気の量を制御する放風弁４１が設けられ
ている。また、放風管４０の原料空気管２０と反対側の端部はサイレンサ４２に接続され
ている。
【００２３】
　放風管４０における放風弁４１の上流側からは、放風管４０を流れる原料空気の一部ま
たは全量を流通させる加温運転用放風管５０が分岐して設けられている。加温運転用放風
管５０は加温運転用熱交換器１４に接続されている。これにより、加温運転用熱交換器１
４では、原料空気管２０を流れる原料空気と加温運転用放風管５０を流れる原料空気（以
下、「加温運転用放風管５０を流れる原料空気」を「加温用空気」という場合がある）と
の間で熱交換が行われる。加温運転用熱交換器１４の形式としては、原料空気と加温用空
気との間で熱交換が行えるものであれば任意に選択できる。
【００２４】
　加温運転用放風管５０における加温運転用熱交換器１４の下流側には、加温運転用放風
管５０を流通する原料空気の量を制御する加温運転用放風調節弁５１が設けられている。
加温運転用放風管５０の加温運転用放風調節弁５１出口側は、サイレンサ４２に接続され
ている。なお、図１では、放風管４０と加温運転用放風管５０を個別にサイレンサ４２に
接続しているが、例えば加温運転用放風管５０をサイレンサの上流側で放風管４０に合流
させてもよい。また、例えば放風管４０と加温運転用放風管５０に別個独立したサイレン
サ４２を設けてもよい。
【００２５】
　以上の深冷空気分離システムには、図１に示すように、制御装置１００が設けられてい
る。制御装置１００は、例えばＣＰＵやメモリなどを備えたコンピュータにより構成され
、温度測定機構２１での温度の測定結果や放風弁４１、加温運転用放風調節弁５１といっ
た各種機器の動作状態を監視すると共に、各種機器の動作の制御が行われる。
【００２６】
　本実施の形態にかかる深冷空気分離システム１は以上のように構成されている。次に、
深冷空気分離システム１において製品酸素及び製品窒素を生成する場合、及び深冷空気分
離システム１を停止させるための加温運転を行う場合について説明する。
【００２７】
　深冷空気分離システム１で製品酸素及び製品窒素を生成するにあたっては、先ず、原料
空気圧縮機１１で圧縮されて高温高圧となった原料空気が水洗冷却塔１２に供給される。
この際、原料空気圧縮機１１出口の原料空気の温度は、概ね１００℃程度である。
【００２８】
　水洗冷却塔１２では、原料空気が１０℃程度に冷却されると共に除塵が行われ、次いで
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ＭＳ吸着器１３に供給される。ＭＳ吸着器１３では精留塔１６での氷の発生を防止するた
めに、原料空気から水分と二酸化炭素が除去される。なお、製品酸素及び製品窒素を生成
する際は、加温運転用放風調節弁５１は全閉の状態で維持されており、原料空気圧縮機１
１の出口圧力の制御は放風弁４１により行われる。したがって、加温運転用熱交換器１４
では熱交換は行われない。
【００２９】
　ＭＳ吸着器１３を通過した原料空気は主熱交換器１５に供給されて、主熱交換器１５に
より例えば約－１７０℃程度まで冷却される。冷却された原料空気は一部液化した状態で
高圧部１６ａに供給され、高圧部１６ａの底部には液体空気が徐々に溜まっていく。また
、ＭＳ吸着器１３を通過した原料空気の一部は分岐管２０ａにより膨張タービン２２に導
かれ、膨張タービン２２で断熱膨張した原料空気が低圧部１６ｂに供給される。
【００３０】
　高圧部１６ａでは原料空気が粗精留され、液体空気と窒素に分離される。高圧部１６ａ
で分離された窒素は低圧部１６ｂの下部に設けられた主凝縮器３０で凝縮されて液化され
、液化された窒素は低圧部１６ｂの上部に還流する。また、高圧部１６ａで分離された液
体空気は、図示しない膨張弁を介して気液混合状態で低圧部１６ｂの中間部に供給される
。
【００３１】
　低圧部１６ｂでは、原料空気がさらに精留され、低圧部１６ｂの上部には窒素が溜まり
、低圧部１６ｂの上部ほど窒素の純度が高くなる。また、低圧部１６ｂの下部には製品酸
素が溜まる。低圧部１６ｂの上部に溜まった純度の高い製品窒素は、窒素抽出管３１によ
り主熱交換器１５に送られ、主熱交換器１５で原料空気と熱交換を行う。
【００３２】
　また、低圧部１６ｂの下部に溜まった製品酸素は、酸素抽出管３２により主熱交換器１
５に送られ、主熱交換器１５で原料空気と熱交換が行われる。主熱交換器１５で熱交換後
の製品窒素及び製品酸素は、例えば製鉄所内へ供給される。
【００３３】
　次に、深冷空気分離システム１を停止させる際の加温運転について説明する。加温運転
に先立ち、先ず主熱交換器１５や精留塔１６などの低温部から液体窒素や液体酸素、液体
空気などの液抜きが行われる。液抜きが終了すると、原料空気圧縮機１１から原料空気が
供給される。そして、加温運転においても、主熱交換器１５や精留塔１６といった低温部
は、概ね－１７０℃以下の低温状態にあるため、氷結及び閉塞を防止するために、ＭＳ吸
着器１３では引き続き原料空気から水分と二酸化炭素が除去される。また、ＭＳ吸着器１
３の性能を得るためにはＭＳ吸着器１３入口の原料空気温度を１０℃程度に維持する必要
があるため、水洗冷却塔１２による原料空気の冷却が引き続き行われる。その一方、加温
運転においては膨張タービン２２を介した低圧部１６ｂへの原料空気の供給が停止される
。これにより、精留塔１６の温度が徐々に上昇する。
【００３４】
　また、加温運転においては、深冷空気分離システム１に通風する原料空気の量は製品窒
素、製品酸素を生成するときと比較して小さくなるため、原料空気圧縮機１１から吐出さ
れた原料空気のうちの不要分は、放風弁４１及びサイレンサ４２を介して大気中に放出さ
れる。
【００３５】
　そして、加温運転の開始と共に、加温運転用放風調節弁５１が開操作されて、放風管４
０を流れる原料空気の一部または全量が加温運転用放風管５０に流れる。それにより、加
温運転用熱交換器１４に高温の原料空気（加温用空気）が流れ込み、加温運転用熱交換器
１４において、原料空気管２０を流れる原料空気と加温用空気との間で熱交換が行われる
。即ち、原料空気管２０を流れる原料空気は概ね１０℃程度であり、加温用空気は概ね１
００℃程度であるため、加温用空気により原料空気管２０を流れる原料空気が加熱される
。この際、加温運転用放風管５０を流れる原料空気の量は、温度測定機構２１での測定温
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度が予め定められた設定値となるように、換言すれば、原料空気管２０を流れる原料空気
の温度が所望の値となるように、加温運転用放風調節弁５１により制御される。この際、
加温運転用熱交換器１４の熱媒となる加温用空気は、もともと放風管４０を流れていたも
のであり、加温用空気の流量の増減により原料空気管２０を流れる原料空気の流量が影響
を受けることはない。したがって、原料空気管２０を流れる原料空気の流量を一定に維持
しつつ、当該原料空気の温度を制御することができる。なお、本実施の形態では、温度測
定機構２１での測定温度が例えば８０℃程度になるように加温運転用放風調節弁５１が制
御される。これにより、主熱交換器１５及び精留塔１６には、従来よりも高温の原料空気
が供給される。その結果、主熱交換器１５や精留塔１６といった低温部が、従来よりも短
時間で加温される。そして、この加温運転は、低温部が所望の温度、例えば概ね５℃程度
になるまで継続される。
【００３６】
　図２に、本実施の形態における低温部の温度上昇の様子と、加温運転用熱交換器１４を
有しない深冷空気分離システムにおいて、主熱交換器１５に１０℃程度で原料空気を供給
した場合の低温部の温度上昇の様子を比較するグラフを示す。図２の横軸は時間、縦軸は
温度を示しており、温度は例えば精留塔１６内の温度である。図２に実線で示す曲線は、
本実施の形態に係る加温運転時の温度変化を表し、破線で示す曲線は、加温運転用熱交換
器１４を用いずに加温運転を行った場合における温度変化をそれぞれ表している。図２に
示すように、加温運転用熱交換器１４を用いない加温運転では、精留塔１６内の温度が約
－１９０℃から目標値である５℃まで上昇するのに、概ね４８時間程度要していた。それ
に対して、本実施の形態のように、加温運転用熱交換器１４で原料空気管２０内の原料空
気を概ね８０℃まで加熱することで、加温運転の時間を、概ね１０時間まで短縮すること
ができる。
【００３７】
　なお、加温運転用放風調節弁５１が温度測定機構２１の測定温度に基づいて制御される
間、放風弁４１は引き続き原料空気圧縮機１１の出口圧力、即ち原料空気圧縮機１１から
原料空気管２０への原料空気の供給量を制御する。また、加温運転用放風調節弁５１の制
御にあたっては、急激な温度上昇により低温部でサーマルショックが起こらないように、
例えば低温部の温度上昇率が概ね５０℃／ｈｒ程度となるように、制限を掛けながら開度
制御を行ってもよい。
【００３８】
　かかる場合、例えば図３に示すように、加温運転用熱交換器１４出口の原料空気の温度
設定値を、段階的に上昇させることで、特に、加温運転初期段階の低温部の温度上昇率を
抑えるようにしてもよい。図３に破線で示す矩形のグラフは、加温運転用熱交換器１４出
口の原料空気の温度を表している。図３では、加温運転用熱交換器１４出口の原料空気の
温度を、例えば１０℃から、３０℃、６０℃、８０℃に段階的に変化させている。こうす
ることで、低温部の温度上昇率を所定の値以下に抑え、サーマルショックによる低温部へ
のダメージを避けつつ加温運転を行うことができる。
【００３９】
　そして、低温部の温度が５℃程度に到達すると、原料空気圧縮機１１の運転を停止し、
加温運転が終了する。
【００４０】
　以上の実施の形態によれば、原料空気管２０におけるＭＳ吸着器１３と主熱交換器１５
との間に直列に設けられた加温運転用熱交換器１４により、原料空気管２０を流れる原料
空気と加温運転用放風管５０を流れる加温用空気との間で熱交換を行うことができるので
、原料空気管２０を流れる原料空気、即ち低温部に供給する原料空気の流量を一定に保っ
たまま、当該原料空気の温度を調節することができる。その結果、低温部に供給される原
料空気と当該低温部との温度差を大きく維持し、加温運転に要する時間を大幅に短縮する
ことができる。また、加温運転の時間を短縮することで、深冷空気分離システム１のラン
ニングコストも低減できる。特に、従来のように、１０℃程度の原料空気を低温部に供給
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する場合、低温部の温度を加温運転停止の目標温度である５℃程度まで上昇させようとす
ると、原料空気との温度差が非常に小さいので、－２０℃程度から５℃程度まで温度上昇
させるために、例えば－１７０℃から－２０℃程度まで温度上昇させるまでの時間と同程
度の時間を要してしまう。この点、本形態のように、低温部に例えば８０℃程度の原料空
気を供給することで、低温部が概ね－２０℃程度であっても、依然として１００℃程度の
温度差を確保できるので、速やかに低温部を温度上昇させることができる。
【００４１】
　また、従来は放風管４０から大気中に放散されていた空気を加温運転用熱交換器１４で
の加熱源に用いるので、原料空気管２０内を流れる原料空気を加熱するにあたり新たな加
熱源を必要としない。したがって、深冷空気分離システム１でのランニングコストを増加
させることなく、原料空気管２０の原料空気を加熱することができる。
【００４２】
　また、加温運転用放風管５０に加温運転用放風調節弁５１を設けると共に、原料空気管
２０に温度測定機構２１を設けたことで、加温運転用熱交換器１４出口の原料空気の温度
を制御することができる。したがって、例えば加温運転開始の初期段階においては、加温
運転用熱交換器１４出口の原料空気の温度設定値を低めに設定して、主熱交換器１５や精
留塔１６などの低温部でのサーマルショックを避けつつ、低温部の温度上昇に伴い、加温
運転用熱交換器１４出口の原料空気を上昇させることで、速やかに低温部を所望の温度ま
で加温することができる。
【００４３】
　以上の実施の形態では、加温運転用熱交換器１４を加温運転用放風調節弁５１の上流側
に設けていたが、加温運転用放風調節弁５１の配置は本実施の形態の内容に限定されるも
のではなく、加温運転用熱交換器１４を例えば加温運転用放風調節弁５１の下流側に配置
してもよい。なお、加温運転用熱交換器１４の配置を加温運転用放風調節弁５１の下流側
とした場合、加温運転用熱交換器１４には当該加温運転用放風調節弁５１の絞りにより圧
力及び温度が低下した加温用空気が供給される。かかる場合、加温運転用熱交換器１４の
配置を加温運転用放風調節弁５１の上流側とした場合と比較して、加温運転用熱交換器１
４が大型となることが考えられる。したがって、加温運転用熱交換器１４の小型化という
観点からは、加温運転用熱交換器１４を加温運転用放風調節弁５１の上流側に設けること
が好ましい。
【００４４】
　以上の実施の形態では、原料空気管２０における、加温運転用熱交換器１４の出口に温
度測定機構２１を設けていたが、温度測定機構２１は必ずしも必要ではなく、例えば加温
運転用熱交換器１４に供給する加温用空気の量と、加温運転用熱交換器１４出口の原料空
気の温度との関係が予め分かっているような場合には、当該既知の関係に基づいて加温運
転用放風調節弁５１を制御するようにしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明は、深冷空気分離システムにおける加温運転の際に有用である。
【符号の説明】
【００４６】
　　１　　深冷空気分離システム
　　１０　吸入フィルタ
　　１１　原料空気圧縮機
　　１２　水洗冷却塔
　　１３　ＭＳ吸着器
　　１４　加温運転用熱交換器
　　１５　主熱交換器
　　１６　精留塔
　　１６ａ　高圧部
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　　１６ｂ　低圧部
　　２０　原料空気管
　　２０ａ　分岐管
　　２１　温度測定機構
　　２２　膨張タービン
　　３０　主凝縮器
　　３１　窒素抽出管
　　３２　酸素抽出管
　　３３　廃窒素抽出管
　　４０　放風管
　　４１　放風弁
　　４２　サイレンサ
　　５０　加温運転用放風管
　　５１　加温運転用放風調節弁

【図１】 【図２】

【図３】
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